１　事務事業執行概要
　
全グループ
１　予算編成　

府財政は、景気の緩やかな回復を背景に、企業業績の堅調な推移が見込まれることなどにより、府税収入が増加する一方、義務的に負担する社会保障関係経費が増え続けており、今後も増大する見込みであるなど、引き続き厳しい状況にある。

このため、引き続き財政規律を堅持しつつ、「府政運営の基本方針2020」を踏まえ、「世界の中で躍動し、成長し続ける大阪」の実現に向け、府民の安全・安心を確保し、大阪の成長を促すための施策に限られた財源を重点的に配分した。
地方自治法第２１１条

２　予算配当
歳出予算について、科目及び金額を定めて、部局長等に対し、定期又は臨時に配当を行った。
大阪府財務規則第１２条

３　予備費充当
予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、部局長等からの要求により、額を決定のうえ部局長等に通知した。

大阪府財務規則第１７条

（別表　１　予備費充当額調　１１頁）
総務グループ
１　府議会に関する事務

(1)　令和元年５月定例会

会　　期　　　５月２３日～６月６日

提出議案の議決状況

	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　予　算　案

令和元年度大阪府まちづくり促進事業会計補正予算（第１号）の件
２　事件議決案
工事請負契約締結の件（道路改良事業）ほか７件
３　条　例　案
大阪府行政不服審査法関係事務手数料条例一部改正の件ほか１５件
４　人事案件
副知事の選任について同意を求める件ほか２件
５　報告
(1) 専決処分の報告

ア　公立大学法人大阪が徴収する料金の上限について認可する件の専決処分の件
イ　府営住宅明渡請求に関する訴えの提起の専決処分の件ほか５件

(2) 予算繰越しの報告

平成３０年度大阪府流域下水道事業会計予算繰越計算書報告の件ほか５件
	原案どおり可決
原案どおり可決

原案どおり可決
同　　　　　意
承　　　　　認
議　決　不　要
議　決　不　要




(2)　令和元年７月臨時会

会　　期　　　７月１０日
提出議案の議決状況

	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　人事案件
副知事の選任について同意を求める件
２　報告
(1)専決処分の報告

母子父子寡婦福祉資金貸付金返還請求に関する和解の専決処分の件ほか１件
	同　　　　　意

議　決　不　要




(3)　令和元年９月定例会

会　　期　　　９月２６日～１２月２０日

提出議案の議決状況
	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　予　算　案
(1)令和元年度大阪府一般会計補正予算（第２号）の件ほか２件
２　事件議決案
(1)工事請負契約締結の件（道路改良事業）ほか２５件
(2)軌道敷設工事施工認可申請に対する意見について同意を求める件
３　条　例　案
大阪府性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解の増進に関する条例制定の件ほか４８件
４　人事案件
　　大阪府人事委員会委員の選任について同意を求める件ほか６件
	原案どおり可決

原案どおり可決

同　　　　　意
原案どおり可決

同　　　　　意


	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	５　報告
(1) 専決処分の報告

　府営住宅明渡請求に関する訴えの提起の専決処分の件ほか１８件
(2) 一般会計・特別会計・企業会計決算の報告

平成３０年度大阪府一般会計決算報告の件ほか１９件

(3) 基金運用状況の報告

平成３０年度用品調達基金運用状況報告の件ほか１件

(4) 財政健全化指標の報告

平成３０年度決算に基づく健全化判断比率報告の件ほか１件

(5) その他
地方自治法第２２１条第３項の法人の経営状況報告の件ほか１０件
	議　決　不　要

認　　　　　定

議決不要
議決不要
議　決　不　要


(4)　 令和２年２月定例会

会　　期　　　２月２５日～３月２４日

提出議案の議決状況
	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　予　算　案
(1) 令和２年度大阪府一般会計予算の件ほか１８件
(2) 令和元年度大阪府一般会計補正予算（第４号）の件ほか１７件
２　事件議決案
土地改良事業の施行に伴う負担金徴収の件ほか３９件
３　条例案
地方自治法第二百四十三条の二第一項の規定による知事等の損害賠償責任の一部の免除に関する条例制定の件ほか４９件

４　人事案件
　　大阪府教育委員会委員の任命について同意を求める件ほか１件
	原案どおり可決

原案どおり可決

原案どおり可決

原案どおり可決

同　　　　　意


	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	５　報告
(1) 専決処分の報告

ア　不当労働行為救済申立事件に関する和解の専決処分の件
イ　府営住宅明渡請求に関する訴えの提起の専決処分の件ほか７件

　(2) その他
債権放棄報告の件（大阪府交通事故被災世帯生活つなぎ資金貸付金に関する債権）ほか５件
６　諮問
　退職手当に関する処分についての審査請求の件

	承　　　　　認
議　決　不　要

議　決　不　要

知事裁決案は適当と答申


２　宝くじ発行に関する事務

全国都道府県・指定都市の共同発売による全国自治宝くじ並びに近畿６府県４指定都市の

共同発売による近畿宝くじの発売及び収益金等の収入
　　地方財政法第３２条

　　当せん金付証票法
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